
小野市ごみステーション整備事業補助金交付要綱 

平成５年４月８日 

告示第６２号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域の環境美化育成を図るため、自治会がごみス

テーションの整備を行う場合に要する費用の一部を補助することにつ

いて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

の当該各号に定めるところによる。 

(1) 自治会 

ア 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２に規定

する地縁による団体その他これに類する団体をいう。 

イ 前号に定めるもののほか、市長が特に必要と認める団体。 

(2) ごみステーション 自治会が、設置し、管理するごみ集積場を

いう。 

(3) ごみステーション関連用品 可燃ごみコンテナボックス（本体

及び蓋）、可燃ごみコンテナボックス（蓋）、不燃物・金属類用か

ご及びびん類・ペットボトル用プラスチック製ドラム缶をいう。 

（平成２８告示５５・一部改正） 

（補助対象事業） 

第３条 補助金交付の対象となる事業は、別表に定める事業とする。 

（令和３告示５６・一部改正） 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、ごみステーションごとに別表に基づいて算出し

た額とし、予算の範囲で定める。 

（令和３告示５６・一部改正） 

（補助金交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自治会の代表者（以下「申請

者」という。）は別に定める日までに、ごみステーション整備事業補

助金交付申請書（様式第１号）に事業計画書を添えて市長に提出しな

ければならない。ただし、補助金の交付対象となる事業がごみステー

ションの整備に係る事業費の場合は、事業着手３０日前までに提出す



るものとする。 

（平成２８告示５５・一部改正） 

（補助金交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請

に係る書類を審査するとともに、必要に応じて行う実地調査等により

補助金の交付について決定し、ごみステーション整備事業補助金交付

決定通知書（様式第２号）により、その旨申請者に通知するものとす

る。 

２ 市長は、前項の補助金の交付決定に当たり必要な条件を付すること

ができる。 

（補助金の変更申請等） 

第７条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）

が、補助金の交付の変更を受けようとするときは、ごみステーション

整備事業補助金変更交付申請書（様式第３号）に事業計画書を添えて

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の変更申請を受理したときは、当該申請に係る書類を

審査するとともに、必要に応じて行う実地調査等により変更交付決定

を行い、ごみステーション整備事業補助金変更交付決定通知書（様式

第４号）により、当該補助対象者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第８条 補助対象者は、当該事業完了後、ごみステーション整備事業補

助金請求書（様式第５号）及びごみステーション整備事業完了届出書

（様式第６号）を添えて、市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条に規定する請求書を受理したときは、補助対象者

に補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付の決定の取消し及び返還） 

第１０条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、補助金の交付の決定を取り消し、若しくは交付の決定の内

容を変更し又は既に補助金を交付している場合は、期限を定めて当該

補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(1) 虚偽又は不正な方法により、補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金をその目的以外に使用したとき又は専ら目的以外の用途



に使用したとき。 

(3) 補助金の交付決定内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 補助金の交付決定に係る事業を中止したとき。 

（適用除外） 

第１１条 この要綱による補助金の交付の対象となったごみステーショ

ンについては、当該補助金を交付した日から起算して５年間は、この

要綱を適用しない。ただし、補助金の交付の対象となった事業がごみ

ステーション関連用品購入費の場合は、この限りでない。 

（平成２８告示５５・一部改正） 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成５年４月１日から適用す

る。 

２ この要綱の施行日から令和９年３月３１日までの間にあっては、別

表中「３分の１」とあるのは「２分の１」と読み替えるものとする。 

附 則（平成８年５月１６日告示第５０号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則（平成１３年９月７日告示第１１７号） 

この要綱は、平成１３年１０月１日から適用する。 

附 則（平成１８年１０月４日告示第１２７号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の小野市ごみステーション整備事業

補助金交付要綱第６条の規定により補助金の交付決定を受けている者

は、改正後の小野市ごみステーション整備事業補助金交付要綱第６条

の規定により補助金の交付決定を受けたものとみなす。 

附 則（平成２０年１月２９日告示第１６号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２６年３月２７日告示第５３号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 



附 則（平成２８年３月３１日告示第５５号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第５６号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日告示第４７号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

  



別表（第３条、第４条関係） 

補助対象事業 補助金額 備考 

１  ６㎡以上の

ご み ス テ ー シ

ョ ン の 整 備 に

係る事業 

左記の事業に係る経費

に３分の１を乗じて得

た額（ただし、３００，

０００円を限度とし、算

出した補助金の額に１，

０００円未満の端数が

あるときは、これを切り

捨てる。） 

左記の補助対象事業

にかかる経費のうち、

以下に掲げるものは

補助対象事業費に含

めない。 

(1) 用地の取得費及

び賃借料 

(2) 給排水工事に伴

う加入金及び負担

金 

２  可燃ごみコ

ン テ ナ ボ ッ ク

ス （ 本 体 及 び

蓋）購入事業 

左記の事業毎に係る経

費に２分の１を乗じて

得た額（ただし、１品毎

に算出するものとし、当

該額に１，０００円未満

の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。） 

 

３  可燃ごみコ

ン テ ナ ボ ッ ク

ス（蓋）購入事

業 

４ 不燃物・金属

類 用 か ご購入

事業 

５ びん類・ペッ

ト ボ ト ル 用 プ

ラ ス チ ッ ク 製

ド ラ ム 缶購入

事業 


